
1
•居宅介護支援事業所が、利用者から理由書の提出を受ける

2
•居宅介護支援事業所から利用者居住地を管轄する地域包括支援センターに、理由
書及び居宅サービス計画を提出し、意見・助言を依頼する

3

•依頼を受けた地域包括支援センターは内容を確認し、中部包括支援センターまた
は南部包括支援センター
包括は必要に応じて利用者本人を交えて意見・助言を行う機会

4
•意見・助言を行った結果について市直営包括が様式３に証明し、居宅介護支援事
業所に交付する

5

•居宅介護支援事業所から市に下記書類を提出する

•体制届

•体制等状況一覧表

•様式１

•様式２

•様式３(原本）

•利用者から提出を受けた理由書（任意様式）写し

1
•市直営包括が２(5)
サービスに集中しているか確認し、地域ケア会議等での検討が必要か判断する

2
•検討の必要があると判断した場合、長野市による地域ケア会議等を実施する

3
•地域ケア会議等で、やむを得ない事情があると認められた場合は、長野市が結
果を公表し、居宅介護支援事業所は「正当な理由に関する説明書（様式２）」
に記載する

4

•居宅介護支援事業所から市に下記書類を提出する

•体制届

•体制等状況一覧表

•様式１

•様式２

長野市内に居住する利用者

正当な理由 ２(5)

※当面の間、上記の運用により対応し、見直しが必要と判断した場合は改めて運用方法につい

てお知らせします。

※長野市以外の地域に居住する利用者については、各市町村で実施する地域ケア会議等の手順

に従ってください。

居宅介護支援事業所が、利用者から理由書の提出を受ける

居宅介護支援事業所から利用者居住地を管轄する地域包括支援センターに、理由
書及び居宅サービス計画を提出し、意見・助言を依頼する

依頼を受けた地域包括支援センターは内容を確認し、中部包括支援センターまた
は南部包括支援センター(以下「市直営包括」という。）に出席を求め、市直営
包括は必要に応じて利用者本人を交えて意見・助言を行う機会

意見・助言を行った結果について市直営包括が様式３に証明し、居宅介護支援事

居宅介護支援事業所から市に下記書類を提出する

利用者から提出を受けた理由書（任意様式）写し

(5)アの理由により意見・助言の状況を調査し、特定法人による
サービスに集中しているか確認し、地域ケア会議等での検討が必要か判断する

検討の必要があると判断した場合、長野市による地域ケア会議等を実施する

地域ケア会議等で、やむを得ない事情があると認められた場合は、長野市が結
果を公表し、居宅介護支援事業所は「正当な理由に関する説明書（様式２）」

居宅介護支援事業所から市に下記書類を提出する

２(6)関係 

２(5)ア関係 

長野市内に居住する利用者に関する 

(5)ア及び２(6)における基本的な事務処理等の流れ

※当面の間、上記の運用により対応し、見直しが必要と判断した場合は改めて運用方法につい

※長野市以外の地域に居住する利用者については、各市町村で実施する地域ケア会議等の手順

居宅介護支援事業所から利用者居住地を管轄する地域包括支援センターに、理由

依頼を受けた地域包括支援センターは内容を確認し、中部包括支援センターまた
以下「市直営包括」という。）に出席を求め、市直営

包括は必要に応じて利用者本人を交えて意見・助言を行う機会(会議）を設ける

意見・助言を行った結果について市直営包括が様式３に証明し、居宅介護支援事

アの理由により意見・助言の状況を調査し、特定法人による
サービスに集中しているか確認し、地域ケア会議等での検討が必要か判断する

検討の必要があると判断した場合、長野市による地域ケア会議等を実施する

地域ケア会議等で、やむを得ない事情があると認められた場合は、長野市が結
果を公表し、居宅介護支援事業所は「正当な理由に関する説明書（様式２）」

における基本的な事務処理等の流れ

※当面の間、上記の運用により対応し、見直しが必要と判断した場合は改めて運用方法につい

※長野市以外の地域に居住する利用者については、各市町村で実施する地域ケア会議等の手順


